
　第６表

平均帳簿価額： 610,533

事業報酬率： 2.9%

　　１　前期超過利潤累積額（又は前期欠損累積額）は、この省令の規定により公表された最近の当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）を記載すること。

　　　　ただし、事業年度（開始の日を除く。）及び翌事業年度の開始の日において託送算定規則第25条第１項の規定により設定した料金を実施する場合は、零とする

　　　　こと。

　　２　還元額は、託送供給等約款の料金を設定した際に事業者が定めた額を原価算定期間の年数で除して得た額を基に算定すること。

　　３　当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）は、事業年度（開始の日を除く。）において託送算定規則第25条第１項の規定により設定した料金を実施する場合は

　　　　当該実施後の当期超過利潤額（又は当期欠損額）に相当する額を記載することとし、翌事業年度の開始の日において託送算定規則第25条第１項の規定により設

　　　　定した料金を実施する場合は、零とすること。

　　４　一定水準額は、送配電部門に係る固定資産の期首と期末における帳簿価額（超過契約額に係る帳簿価額を除く。）を平均した額（以下「平均帳簿価額」という。）に

　　　　託送供給等約款の料金を設定した際に算定した事業報酬率（平成24年７月25日以降改正法第１条の規定による改正前の法（以下「旧法」という。）第19条第１項の

　　　　認可を受けた一般送配電事業者たる法人にあっては、改正法の施行の日の翌日以降に法第18条第１項の規定による託送供給等約款の認可があったとき、同条

　　　　第５項の規定による託送供給等約款の変更の届出があったとき、又は法第19条第２項の規定による変更があったときまでの間は、直近の旧法第24条の３第１項の

　　　　規定による届出に係る託送供給約款の料金を設定した際に算定した事業報酬率（以下単に「事業報酬率」という。））を乗じて算定すること。

　　５　平均帳簿価額及び事業報酬率を、備考欄に記載すること。

　　６　一定水準超過額は、零を下回る場合にあっては零とすること。

　　７　前期乖離額累積額は、この省令の規定により公表された最近の当期乖離額累積額を記載すること。ただし、事業年度（開始の日を除く。）及び翌事業年度の開始

　　　　の日において託送算定規則第19条第１項の規定により設定した料金を実施する場合は、零とすること。

　　８　当期乖離額累積額は、事業年度（開始の日を除く。）において託送算定規則第25条第１項の規定により設定した料金を実施する場合は当該実施後の当期乖離額

  　　　累積額に相当する額を記載することとし、翌事業年度の開始の日において託送算定規則第25条第１項の規定により設定した料金を実施する場合は、零とすること。

　　９　必要に応じ、金額の算定根拠を脚注として記載すること。

（注）

　　　2020年4月1日に北海道電力株式会社から一般送配電事業等を会社分割の方法により承継したことに伴い、送配電部門に係る固定資産の期首における帳簿価額は

　　　零となっているが、会社分割に伴う北海道電力株式会社からの資産承継が同日に行われたことを踏まえ、平均帳簿価額を算定する際の送配電部門に係る固定資産の

　　　期首における帳簿価額は資産継承後の609,618百万円としている。　　

超　過　利　潤　累　積　額　管　理　表

２０２０年４月　１日から

２０２1年３月３１日まで

（単位　百万円）　　　　

項　　　目 金　　額 備　　　考

　前期超過利潤累積額（又は前期欠損累積額）(①)
　（うち前期乖離額累積額）（⑦） △ 50,598 (12,228)

　当期超過利潤額（又は当期欠損額）(②)
　（うち想定原価と実績費用との乖離額）（⑧） △ 12,616 (△ 1,672)

　還元額(③) －

　当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）(④＝①+②-③)
　（うち当期乖離額累積額）（⑨＝⑦＋⑧） △ 63,215 (10,555)

（記載注意）

　一定水準額(⑤)
17,705

　一定水準超過額(⑥＝④-⑤) -


